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論 文 内 容 の 要 旨 
分譲マンションは、その所有形態が特異なことから、管理が複雑で難しさを持っている。住戸を所有する区
分所有者による共同管理が基本となるが、外部からの支援が欠かせない。近年、この住宅タイプの増加が都市
部を中心に著しいことも作用して、管理支援をどのように行うかが重要な政策課題となってきた。そのような
中で、平成12年、｢マンションの管理の適正化の推進に関する法律｣が作られ、専門性を持って管理組合等を援
助するマンション管理士の資格制度が生まれるとともに、国及び地方公共団体のマンション管理組合等への支
援が義務付けられるようになった。 
このような社会背景のもとで、マンション管理への公的支援のあり方が解明されるべき重要な研究課題とな
ってきている。特に、直接マンションに接触して施策を行う地方自治体では、その政策の内容、公的施策とし
ての位置付けなどを明確にすることが求められてきている。本研究は以上のような現代的課題に答えて、地方
自治体の行政施策のあり方についての指針の提示を目的としている。 
本研究は次の二点で高く評価される。一つは、マンション管理に関する法律が制定され、公的施策が義務付
けられる状況下で、全国の地方自治体で進められている施策の経過と現状を詳細に分析し、施策を推進させる
要因と阻害要因を示したことである。もう一つは、マンション管理への公的支援の根拠付けが多くの自治体で、
都市・建築行政サイドからなされる結果、不充分さがあり、対人的ソフトな行政からも公的施策に位置付ける
べきことが、マンション管理の現場では実証されることを鮮やかに証明し、今後の自治体行政のあり方に重要
な知見を提示したことである。これらはマンション管理の改善に大いに寄与するものである。 
以上の審査結果から、本論文は博士(学術)の学位に値すると認定した。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
本論文は序章及び７つの章で構成されている。 
序章では、マンションの普及によって、管理が重要な課題となり、管理組合への外部支援の中でも行政対応
が求められるようになった背景、マンション管理システムや管理支援システムに関する既存研究の到達点の検
討を行い、本研究の位置付け及び目的と意義について述べた。 
第1章では、これまでに行われたマンション管理行政施策を時期別に整理すると共に、主な取り組みの内容
を検討し、マンション管理行政施策の発展過程について明らかにした。 
第２章では、地方自治体のマンション管理行政施策の取り組み状況が自治体のタイプ、自治体内のマンショ
ン数などによってどのように異なるかを分析すると共に、地方自治体のマンション管理関連団体との連携状況
を明らかにした。また、施策を取り組むきっかけとなる事項、施策推進に関わる要因を明らかにした。特にマ
ンション管理施策を担当する担当部局の状況とその状況による取り組みの違い等を明らかにした。 
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第３章では、地方自治体におけるマンション管理施策の取り組み状況に対する区分所有者の意向を分析した。
まず区分所有者のマンション管理行政施策に対する認知状況を把握し、相談体制及び情報・資料に対する要望
と行政施策に対する意向について明らかにした。 
民間の持家であるマンションに対して公的対応を行う必要性については見解が分かれており、どういう論理
から公的対応が必要であるかという行政施策のあり方については充分に議論されていない。第４章では、マン
ション管理に対する公的対応のあり方を明らかにするために、マンション管理の行政施策に対する自治体の組
織的な位置付け及び担当部局の担当者の見解を調べ、自治体の現状と担当者の見解の相違を明らかにした。自
治体の組織的位置付けとしては、都市・住宅政策のサイドからなされる傾向が強かったが、担当者は、購入時
の消費者保護・開発指導行政やコミュニティ行政、即ち、自治体における対人的・ソフト的な行政サイドから
も位置付けを行ってマンション管理行政施策に取り組むべきだとの見解を持っていた。現実にマンション管理
の現場を見ている担当者が、そのような消費者保護やコミュニティ育成のサイドからの行政施策の必要性を感
じ取っていることが分かった。 
第５章ではマンション管理行政施策の必要性に対する区分所有者の考え方を明らかにするために、マンショ
ンの管理組合役員及び居住者を対象にし、それぞれの考え方を分析した。さらに、自治体の結果との異同につ
いて明らかにし、第４章と合わせてマンション管理に対する公的対応のあり方について総合的に考察した。マ
ンションの管理組合役員及び居住者を対象として行った調査では、マンション管理行政施策の必要性に対する
管理組合及び居住者の考え方は、自治体内の担当者の見解と同様な結果が見られ、「消費者保護の面」、「コミュ
ニティ育成の面」からマンション管理施策を位置付けて取り組むことを強く求めていた。このことから、これ
からの自治体のマンション管理施策が都市・建築・住宅行政サイドだけでなく、対人的な消費者・購入者保護
行政、コミュニティ行政などからも発想され、取り組まれていく必要があることを指摘した。 
第６章では、マンション管理に対する公的対応の必要性の議論のなかで、消費者保護の側面を考慮したマン
ション管理行政施策の重要性が多く指摘されているにもかかわらず、なかなか進展しなかったことを指摘し、
消費者保護のための開発・分譲時のコントロールについて、日本及び諸外国の取り組みを考察した。第7章で
は、各章で得られた知見をまとめ、今後のマンション管理行政施策のためのいくつかの提言を行った。 
 
